
平成３０年７月２６日 

まちづくり委員会資料 

所管事務報告 

「川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例」の改正

（案）に関する意見募集の実施結果について 

＜添付資料＞ 

資料１川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例（附置義務条

例）の改正（案）について 

資料２川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例の改正（案）

に関する意見募集の実施結果について 

まちづくり局 
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DID 地区 

人口集中地区。本市は概ね市街化区域と一致。 

平均交通量 

交通量×区間長を区間長で除したもの。 

（交通量×区間長）合計/区間長合計 

12 時間交通量 

7時～19時の交通量。 

※：建築物が対象地区内のどの場所に立地しても必ず発生するであろう駐車需要に応じた値。 

19.3

18.0

16.8 16.7

15.0

16.0

17.0

18.0

19.0

20.0

H11 H17 H22 H27

平
均
交
通
量
（
千
台
／
１
２
時
間
）

16.1

15.2

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

H22 H27

平
均
交
通
量
（
千
台
／
１
２
時
間
）

１ 附置義務条例制定背景及び条例の概要  

【制定背景】 

駐車需要を建築主に一部負担させることが適切との考え方により、駐車場法（昭和 32 年制

定）は、主要な駐車施策として、建築物に駐車施設附置を義務付けている。平成３年に地方公

共団体の責任の明確化等の法改正があり、本市においては、平成４年に建設省（現国土交通省）

が定めた「標準駐車場条例」（地方自治体が定める駐車場条例のひな型というべきもの）を参

考に、本市の自動車交通量を取り巻く環境を踏まえ附置義務条例を制定した。 

【本市の条例概要】 

 一般的には、建築物の立地場所・規模・用途等と駐車需要は相関が高いことから、一定規模

以上の建築物を対象とし、用途に応じて基準値※を定め、自動車、荷さばき車及びバイクにそ

れぞれ駐車施設の附置を義務づけ、また、共同住宅については、基準値を住戸数の 1/3 とし、

対象地区を限定し、自動車のみ附置義務台数を定めている。 

なお、駐車需要を生じさせる程度が将来にわたり特に低い等と見込まれるときは附置義務台

数未満とすることもできる（台数特例）。 

２ 現状・課題  

自動車交通量を取り巻く環境変化等に対応するため、本市は平成 22 年に附置義務条例を改

正し、減少傾向にある駐車需要に合った基準値に見直し、附置義務台数を緩和した。 

その後、国においては、「事務所」用途の駐車需要が低減傾向となっていることから、「標

準駐車場条例」を改正（平成 26 年８月）し、建物用途の区分や基準値を見直したところであ

る。また、本市は人口が増え続けているものの、市内 DID 地区及び商業地域の自動車交通量は

減少傾向となっており、また駐車需要の実態に合った対応を図る必要がある。 

３ 基本的な考え方 

背景や現状・課題を踏まえ、次の通り対応を図る。 

①建物用途に応じた基準の緩和 

本市の附置義務条例を改正し、現状の駐車需要に応じて区分を分け、さらに、建物用途に応

じた附置義務台数の緩和を行う。 

②更なる検討の継続実施 

拠点駅周辺において、延床面積の大きさほど駐車需要が発生しない場合には、現在「台数特

例」を運用しているが、今後も地域特性や駐車需要を踏まえた駐車場施策の検討を進める。 

また、荷さばき車及びバイク並びに共同住宅における自動車の附置義務基準については、引

き続き動向を注視し、利用環境の変化に合わせた適切な運用を図る。 

４ 附置義務条例改正概要  

（１）改正のポイント 

パーソントリップ調査等のデータを用いて駐車需要等を算出し、建物用途の一部細分化及び

附置義務基準値の一部緩和を行う。 

①建物用途の一部細分化 

「駐車場整備地区等」において、「百貨店・事務所」用途に供する部分を「百貨店」及び「事

務所」に細分化する。 

②附置義務基準値の一部緩和 

現在の駐車需要や利用実態等を踏まえ、附置義務の基準値を一部緩和する。 

（２）区分及び基準値の改正（案） 
対象 

地区 
駐車場整備地区※1又は商業地域若しくは近隣商業地域 周辺地区等※2

建物 

用途 

特定用途※3 非特定用途※4

共同住宅、長屋、寄宿舎又は下

宿の用途に供する部分を除く 

特定用途 
百貨店その他の店舗又は事務所

の用途に供する部分

百貨店その他の店舗又は事務所

の用途に供する部分を除く

延床 

面積 

特定用途＋非特定用途（×0.75） 

合計面積 1,500 ㎡超
2,000m2超 

現行 

基準値 

200m2 

につき 1台

300m2 

につき 1台

600m2 

につき 1台 

300m2 

につき 1台 

建物 

用途 

特定用途 非特定用途 
共同住宅、長屋、寄宿舎又は下

宿の用途に供する部分を除く 

特定用途 
百貨店その他

の店舗の用途

に供する部分

事務所の用途

に供する部分

百貨店その他の店舗又は事務所

の用途に供する部分を除く

延床 

面積 

特定用途＋非特定用途（×0.75） 

合計面積 1,500 ㎡超

特定用途＋非特定用途（×0.75） 

合計面積 1,500 ㎡超
2,000m2超 

改定 

基準値

300m2

につき1台

350m2

につき 1台

600m2

につき 1台 

300m2

につき 1台 

※1： 本市は、昭和 39年に川崎駅東口地区の 88.4ha を指定。 

※2： 第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地

域、準工業地域、工業地域及び工業専用地域。

※3： 特定用途（駐車場法施行令第 18 条）とは、劇場、映画館、演芸場、観覧場、放送用スタジオ、公会堂、

集会場、展示場、結婚式場、斎場、旅館、ホテル、料理店、待合、キャバレー、カフェー、ナイトクラ

ブ、バー、舞踏場、遊技場、ボーリング場、体育館、百貨店その他の店舗、事務所、病院、卸売市場、

倉庫及び工場。 

※4： 非特定用途とは、住宅、学校、図書館、寺院、社会福祉施設等で、特定用途以外の全ての用途。 

５ 今後のスケジュール  

平成 30 年度 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 

川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例(附置義務条例)の改正（案）について 資料１ 

対 H17 年比：7％減 5％減

出典：道路交通センサス（国土交通省） 

市内１２時間平均交通量（一般道合計） 

DID 地区 ＤＩＤ地区内の商業地域 

○ 
議会 

○ 
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委員会 
議案審査 

○まちづくり委員会報告 

○ 
パブリックコメント実施、意見反映手続等 

○ 市政だよりによるﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ周知 

条

例

改

正
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川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例の改正（案） 

に関する意見募集の実施結果について 

１ 概要 

 平成４年に制定した「川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例」について、これ

までに取り組んできた駐車施策の成果を踏まえ、自動車交通を取り巻く様々な状況の変化に対応

し、減少傾向にある駐車需要に合った附置義務基準値に見直しを行い、川崎市建築物における駐

車施設の附置等に関する条例の改正（案）について、市民の皆様の御意見を募集しました。 

 その結果、１９通３３件の御意見をいただきましたので、御意見の内容とそれに対する市の考

え方を次のとおり公表します。 

２ 意見募集の概要 

題 名 川崎市建築物における駐車施設の附置等に関する条例の改正（案）

に関する意見の募集について 

意見の募集期間 平成３０年５月１日（火）から平成３０年５月３１日（木）まで 

意見の提出方法 電子メール、ファックス、郵送、持参 

募集の周知方法 ・市政だより（平成３０年５月１日号） 

・市ホームページ 

・資料の閲覧（かわさき情報プラザ、各区役所市政資料コーナー、

支所・出張所、図書館、市民館、公文書館、まちづくり局交通政

策室） 

結果の公表方法 ・市ホームページ 

・資料の閲覧（かわさき情報プラザ、各区役所市政資料コーナー、

支所・出張所、図書館、市民館、公文書館、まちづくり局交通政

策室） 

３ 結果の概要 

意見提出数（意見件数） １９通（３３件） 

内 訳 電子メール ９通（１３件） 

ファックス ３通（  ６件） 

郵 送 ０通（  ０件） 

持 参 ７通（１４件） 

資料２ 
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４ 御意見の内容と対応 

【対応区分】 

  Ａ 御意見を踏まえ、改正案に反映させたもの 

  Ｂ 改正案の趣旨に沿った意見であるもの 

  Ｃ 御意見を踏まえ、今後の取組を進めていく上で参考とするもの 

  Ｄ 改正案に対する質問、要望であり、市の考えを説明するもの 

  Ｅ その他 

項  目 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計 

１ 附置義務基準値の改定について ０ １３ ０ １ ０ １４

２ 附置義務制度全般について ０ ０ １１ ７ ０ １５

３ その他 ０ ０ ０ ０ １ １

合  計 ０ １３ １１ ８ １ ３３
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具体的な意見の内容と市の考え方 

（１）附置義務基準値の改定について（１４件） 

No. 意見の要旨 本市の考え方 
区 

分 

１ 今回の改正で、特定用途の基準値が見直

されて、店舗や事務所の附置義務台数が緩

和されることは、駐車実態に合っているこ

とや人口減少傾向であること、クルマ保有

率が低下してきていること等から大変良

い。（同類の意見他１０件） 

いただいた御意見は、改正の趣旨

に沿ったものであるため、条例改正

を行い、駐車需要に見合った駐車場

施策を推進してまいります。 

Ｂ 

２ 二酸化炭素排出量削減や地球温暖化対策

等の方向性を踏まえ、自動車交通量の減少に

伴う駐車場附置義務基準の緩和は必要。 

（同類の意見他１件） 

３ 建物の用途の細分化については、「百貨店」

及び「事務所」だけでなく、図書館やコミュ

ニティーセンターなどの「その他」を加えて

も良かったのではないかと考える。

いただいた御意見は、改正の趣旨

に沿ったものであるため、条例改正

を行い、駐車需要に見合った駐車場

施策を推進してまいります。 

なお、コミュニティーセンターは

「その他の特定用途」の区分に該当

し、今回の改正の対象となります。

また、図書館は、「非特定用途」の

区分に該当するものですが、「非特

定用途」については、駐車需要の大

きな変化はないことから、現行基準

値にて運用を継続してまいります。

Ｄ 
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（２）附置義務制度全般について（１８件） 

No. 意見の要旨 本市の考え方 
区 

分 

１ 今回対象ではないが、共同住宅の台数も

減らしてほしい。駐車場の空きが長年続

き、管理組合の運営に負担がかかっている

マンションが多くある。外部へ貸し出して

も借り手は見つからない。立体駐車場はメ

ンテナンス費用もかかるため、必要以上の

駐車場を維持管理することは重荷である。

若い世代は車を所有せずシェアする傾向が

あり、車を持たない人が増えると考えられ

ることから、共同住宅についても緩和して

ほしい。（同類の意見他２件） 

 共同住宅の附置義務基準値につ

いては、36 ㎡未満の住戸数につい

て、2／3を適用除外にする緩和措置

を運用しているところであり、引き

続き附置義務制度の運用状況や市

内の自動車交通環境の変化等を踏

まえ、適切に対応してまいります。

Ｃ 

２  荷さばき用については、路上での荷さば

きにより快適な歩行や円滑な道路交通の確

保の支障になっている状況があると思われ

るので、適切な運用を引き続きお願いした

い。 

荷さばき用駐車施設は、特定用途

の延床面積3,000㎡を超える建築物

の新築、増築等の際に附置を義務付

けています。また、小規模店舗の荷

さばき駐車施設の附置については、

敷地1,000㎡未満の建築計画につい

て免除する運用を行っています。 

 荷さばき車対策については、これ

までに学識者、商業者、交通管理者

等で構成する「川崎駅周辺地区荷さ

ばき対策検討協議会」の御意見を伺

いながら取組を進めているところ

ですが、今後も川崎駅周辺における

取組や、市内の自動車交通環境の変

化等を踏まえ、適切に対応してまい

ります。 

Ｃ 

３ 荷さばき車の取り扱いについては、大規

模建築物だけでなく、商店街の小規模店舗

についてもエリアマネジメントの観点など

も踏まえ、検討をお願いしたい。 

４ 横浜市との対比を考えた場合、今回の改

定後の基準値は物足りない印象があり、最

低限みなとみらい地区と同程度の400㎡/台

か、それ以上の緩和基準にしたほうがよ

い。今後の企業進出や行政の姿勢に対する

印象でさらに遅れをとってしまい、「川崎

＝東京と横浜の間」というイメージが払拭

今回改定する附置義務基準値は、

パーソントリップ調査や駐車実態

調査等を基に算出したものです。 

 事務所の附置義務基準値のさら

なる緩和につきましては、改正後の

附置義務制度の運用状況も踏まえ、

適切に対応してまいります。 

Ｃ 
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されないのでは、と考える。どこの都市よ

りも先進的、積極的な姿勢を示すことによ

り、事務所ビル進出の活性化や企業誘致の

促進を進めていくことが必要と考える。 

５ 単なる緩和のみならず、基準以上に設置

した場合には、何かしらのインセンティブ

を認めることも有効ではないかと思われ

る。条例改正前の旧基準で既設置事務所に

おいて、改定後の新基準が適用されること

はもちろん、駐車施設以外の他への転用利

用が難しい場合の税務上、建築関係法令上

の配慮を検討してほしい。 

 駐車施設の附置義務制度は、駐車

需要を発生させる建築物の建築主

に対し、建築物の規模に応じて必ず

発生するであろう駐車施設の設置

を義務付ける制度であります。 

また、既設事務所等の駐車施設の

他の用途への転用については、附置

義務条例の変更の届出を行うこと

で改正後の基準値を適用すること

ができるため、建築主等が必要に応

じて、空きスペースを有効活用でき

るように今回の改正内容について、

十分周知してまいります。 

Ｄ 

６ 今後は需要ありきの附置台数を「義務」と

して課すのではなく、より緩やかな目標値に

することや、自動車利用削減の取り組みに対

して附置台数を削減できるようにする、駐車

場を自転車駐輪場や広場等へ転換を進める

など、中心市街地の土地を有効活用できる制

度に改めることを要望する。 

 また、過剰な駐車場を自転車駐輪場やシェ

アサイクル施設、広場等へ転換を促進するよ

う働きかけを行うことを要望する。 

附置義務制度は駐車需要を発生

させる建築物の建築主に対し、建築

物の規模に応じて必ず発生するで

あろう駐車施設の設置を義務付け

るものであり、建築物の新築、増築

等に対しては、一定の附置義務基準

が必要と考えます。 

附置義務制度の運用では、建築物

の新築、増築等に際し、個別の駐車

需要や周辺の交通環境を踏まえ、附

置義務台数を減じる特例の措置を

適用する運用をしています。 

また、既存建築物の駐車施設につ

いては、附置義務条例の届出の変更

を行うことで、改正後の基準値を適

用することができることから、土地

の有効活用に資するものと考えま

す。 

Ｄ 
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７ パーソントリップ調査や道路交通センサ

スなどの定期的に行われている調査だけで

は間隔が開く、局地的な傾向を見づらいとい

った課題もあることから、今回改定の対象と

なる大規模商業施設や事務所については、施

設利用者の交通手段および駐車施設の利用

状況等の実態調査を定期的に実施するとと

もに、市に報告する仕組みを設けるなど、今

後の的確な計画立案および柔軟な制度運用

をするための仕組みづくりを要望する。 

 適切な駐車需要に基づく駐車場

施策を推進するため、今後も附置義

務制度の改正等にあたり、実態調査

を行い、駐車場利用等の実態を把握

し、適切に対応してまいります。 

Ｃ 

８ 大規模な建築物になるほど駐車実態と乖

離する傾向などがあることから、大規模な

建築物の延床面積低減率の緩和や適用用途

の見直し、特定用途の細分化を検討すべ

き。 

 基準のさらなる緩和等につきま

しては、改正後の附置義務制度の運

用状況や駐車実態を踏まえ、適切に

対応してまいります。 

Ｃ 

９ 主要駅周辺においては、市内一律の基準で

はなく、立地や用途に応じた柔軟な運用や緩

和が必要。（同類の意見他３件） 

今回の附置義務基準値の改定は、

駐車実態等を踏まえ、適切な駐車需

要に基づく駐車場施策を推進する

ために実施するものです。 

附置義務制度の運用においては、

建築物の新築、増築等に際し、個別

の駐車需要や周辺の交通環境を踏

まえ、附置義務台数を減じる特例の

措置を適用して運用しているとこ

ろです。 

Ｄ 

10 電車やバスの利用が多くなるよう鉄道駅

直近の街の中では駐車場削減策を進めるべ

き。 

11 カーシェアリングの促進、カーシェアリン

グを併用する計画などはもっと緩和しても

よいのではないか。（同類の意見他１件） 

平成 27 年 4 月からカーシェアリ

ング制度を導入する共同住宅の建

築計画について、附置義務台数の算

定の基礎となる住宅の計画戸数の 1

／5 を適用除外にする措置を実施し

ています。 

カーシェアリングを導入する建

築計画の附置義務台数のさらなる

緩和につきましては、今後の社会動

Ｃ 
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向や附置義務制度の運用状況を踏

まえ、適切に対応してまいります。

12 人口減少社会の到来を迎え、今後自動車

交通量は減少することが推測される。すで

に駐車場施策においても「量から質へ」の

転換が進んでいると思うが、駐車需要に見

合う、安全で利用者が使いやすい駐車場の

整備の指導をお願いする。 

今後も引き続き自動車交通環境

の変化に対応し、駐車需要に見合っ

た駐車場施策を推進してまいりま

す。 

Ｃ 
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（３）その他（１件） 

No. 意見の要旨 本市の考え方 
区 

分 

１ 車いす用駐車スペースの確保に影響がな

いよう運用をお願いしたい。 

 バリアフリー法、福祉のまちづく

り条例の車いす用駐車施設整備の

施策と連携して、適切な駐車施設の

確保に努めてまいります。 

Ｅ 

５ 今後の予定 

  寄せられた御意見は、概ね改正案の趣旨に沿ったもののほか、今後の駐車場施策の参考とす

る御意見であったことから、当改正案のとおり、条例案を取りまとめます。 

  ・平成３０年 ９月  平成３０年第３回定例会に条例案として提出 

  ・平成３０年１０月  公布 

  ・平成３０年１１月  施行 

６ お問い合わせ 

  川崎市まちづくり局交通政策室 

  〒２１０－８５７７ 川崎市川崎区宮本町１番地 明治安田生命ビル６階 

  電話：０４４－２００－２０３２ ＦＡＸ：０４４－２００－３９７０ 

  メールアドレス：50kousei@city.kawasaki.jp 
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